
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 参 考 ＞ 

 

 

※本資料は、個別意見の内容確認等にあたって参考となる集計結果等をまとめ

たものであり、官公法第 9 条に基づく意見書には含まれない。 
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Ⅰ 令和８年度各省各庁営繕計画書の概要 

 

各省各庁の長から送付された営繕計画書に記載されている営繕計画を実施するため

の所要経費（計画工期が複数年度のものは令和８年度分に限る。以下「計画額」とい

う。）の総額は、554,288,349 千円で、その会計別内訳を表１に示す。 

なお、PFI 方式による事業の計画額は、6,044,504 千円である。 

表１ 令和８年度会計別計画額 

（単位：千円） 

各 省 別 
一 般 会 計 

特 別 会 計 合 計 
（１） （２） 

合 同 庁 舎 4,313,856  0  3,583,163  7,897,019  

国 会 2,297,195  2,985,806  0  5,283,001  

最 高 裁 判 所 14,580,589  0  0  14,580,589  

会 計 検 査 院 0  0  0  0  

内閣及び人事院 4,041,720  0  0  4,041,720  

内 閣 府 17,498,786  0  0  17,498,786  

デ ジ タ ル 庁 246,783  0  0  246,783  

復 興 庁 1,852,518  0  0  1,852,518  

総 務 省 7,252,502  0  0  7,252,502  

法 務 省 26,524,024  56,253,901  0  82,777,925  

外 務 省 19,306,704  39,098  0  19,345,802  

財 務 省 49,207,080  63,457  0  49,270,537  

文 部 科 学 省 2,912,717  1,972  0  2,914,689  

厚 生 労 働 省 11,515,451  0  5,374,806  16,890,257  

農 林 水 産 省 8,375,420  73,942  0  8,449,362  

経 済 産 業 省 2,314,516  0  1,550,000  3,864,516  

国 土 交 通 省 55,726,230  32,734  33,705,180  89,464,144  

環 境 省 6,433,144  0  14,786  6,447,930  

防 衛 省 2,150,310  214,059,959  0  216,210,269  

合 計 236,549,545  273,510,869  44,227,935  554,288,349  

（注）（１）：官公庁施設の建設等に関する法律第 10条の規定により、その営繕を国土交通大臣が実

施すべき施設 

（２）：（１）に示す以外の施設 
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各省各庁の長から送付された営繕計画書に記載されている計画額について、その計

画区分別内訳を表２に示す。 

表２ 令和８年度計画区分別計画額 

 

各 省 別 
新 営 等 改 修 等 合  計 

件数 計画額（千円） 件数 計画額（千円） 件数 計画額（千円）

合 同 庁 舎 13 7,897,019 0 0 13 7,897,019 

国 会 2 724,810 65 4,558,191 67 5,283,001 

最 高 裁 判 所 5 5,660,185 4 8,920,404 9 14,580,589 

会 計 検 査 院 0 0 2 0 2 0 

内閣及び人事院 0 0 14 4,041,720 14 4,041,720 

内 閣 府 12 13,401,683 59 4,097,103 71 17,498,786 

デ ジ タ ル 庁 0 0 2 246,783 2 246,783 

復 興 庁 3 1,834,470 4 18,048 7 1,852,518 

総 務 省 0 0 67 7,252,502 67 7,252,502 

法 務 省 46 16,715,654 1,703 66,062,271 1,749 82,777,925 

外 務 省 9 3,865,112 378 15,480,690 387 19,345,802 

財 務 省 36 4,987,937 971 44,282,600 1,007 49,270,537 

文 部 科 学 省 2 0 20 2,914,689 22 2,914,689 

厚 生 労 働 省 24 3,887,083 275 13,003,174 299 16,890,257 

農 林 水 産 省 82 3,945,307 376 4,504,055 458 8,449,362 

経 済 産 業 省 0 0 15 3,864,516 15 3,864,516 

国 土 交 通 省 66 40,716,872 487 48,747,272 553 89,464,144 

環 境 省 12 523,911 61 5,924,019 73 6,447,930 

防 衛 省 359 183,478,052 425 32,732,217 784 216,210,269 

合 計 671 287,638,095 4,928 266,650,254 5,599 554,288,349 

（注）新営等：個別意見における「新営等」及び「新営等（PFI 事業）」に該当する計画を計上してい

る。 

改修等：個別意見における「改修等」（施設特別整備である「特別修繕」及び「合同庁舎特別整

備」を含む）及び「新営等の附帯計画」に該当する計画を計上している。 
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緊急度判定基準により個々の営繕計画に対して緊急度を判定した集計結果を表３に示

す。 

表３ 令和８年度緊急度別計画額 

 

 緊急度 件数 計画額（千円） 

新 

営 

等 

継 続 249 238,827,962 

特 Ａ 235 27,222,251 

Ａ 68 894,005 

Ｂ 60 3,151,966 

Ｃ 21 124,108 

Ｄ 3 1,589,010 

Ｅ 0 0 

評定外 35 15,828,793 

計 671 287,638,095 

改 

修 

等 
継 続 370 61,899,342 

Ａ 1,738 83,848,384 

Ｂ 1,298 60,984,732 

Ｃ 3 11,573 

Ｄ 0 0 

評定外 1,519 59,906,223 

計 4,928 266,650,254 

合 計 5,599 554,288,349 
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別
表
１
　
既
存
施
設
の
更
新
の
場
合

計
画
理
由

内
容

評
点

１
０
０

９
０

８
０

７
０

６
０

５
０

４
０

備
　
　
　
　
考

５
０
％
以
下

６
０
％
以
下

７
０
％
以
下

８
０
％
以
下

経
年
、
被
災
等
に
よ
り
構
造
耐
力

が
著
し
く
低
下
し
、
非
常
に
危
険

な
状
態
に
あ
る
も
の

狭
あ
い

０
．
５
以
下

０
．
５
５
以
下

０
．
６
０
以
下

０
．
６
５
以
下

０
．
７
０
以
下

０
．
７
５
以
下

０
．
８
０
以
下

敷
地
等
の
関
係
で
増
築
が
可
能
な
場
合
は
、
主
要
素

と
し
な
い
。

借
用
期
限
が
切
れ
即

刻
立
退
が
必
要
な
も

の

期
限
付
き
立
退
要
求

の
も
の

な
る
べ
く
速
や
か
に

返
還
す
べ
き
も
の

緊
急
に
返
還
す
べ
き
も
の

な
る
べ
く
速
や
か
に

返
還
す
べ
き
も
の

分
散

２
ヶ
所
以
上
に
分
散
、
相
互
距
離

が
１
k
m
以
上
で
(
同
一
敷
地
外
)
､

業
務
上
著
し
く
支
障
が
あ
る
も
の

２
ヶ
所
以
上
に
分
散
、
相
互
距
離

が
3
0
0
m
以
上
で
(
同
一
敷
地
外
)
､

業
務
上
非
常
に
支
障
が
あ
る
も
の

同
一
敷
地
内
に
分
散
、
業
務
上
支

障
が
あ
る
も
の

相
互
距
離
は
、
通
常
利
用
す
る
道
路
の
延
長
と
す

る
。

周
囲
が
区
画
整
理
等
施
行
済
み
で

当
該
施
行
分
の
み
未
施
行
と
な
っ

て
い
る
も
の

区
画
整
理
等
施
行
中

で
早
く
立
ち
退
か
な

い
と
妨
害
と
な
る
も

の

区
画
整
理
等
が
事
業

決
定
済
み
で
あ
る
も

の
（
年
度
別
決
定
済

み
）

区
画
整
理
等
が
計
画
決
定
済
み
で

あ
る
も
の

都
市
計
画
的
に
み
て
地
域
性
上
著

し
い
障
害
の
あ
る
も
の
又
は
防
火

地
域
若
し
く
は
準
防
火
地
域
に
あ

る
木
造
建
築
物
で
延
焼
の
可
能
性

が
著
し
く
高
い
も
の

都
市
計
画
的
に
み
て
地
域
性
上
障

害
の
あ
る
も
の
又
は
防
火
地
域
若

し
く
は
準
防
火
地
域
に
あ
る
木
造

建
築
物
で
延
焼
の
可
能
性
が
高
い

も
の

都
市
計
画
的
に
み
て
地
域
性
上
好

ま
し
く
な
い
も
の
又
は
防
火
地
域

若
し
く
は
準
防
火
地
域
に
あ
る
木

造
建
築
物
で
延
焼
の
お
そ
れ
が
あ

る
も
の

立
地
条
件
の
不
良

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
非
常
な

支
障
を
来
し
て
い
る
も
の
又
は
公

衆
に
非
常
に
不
便
を
及
ぼ
し
て
い

る
も
の

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
支
障
を

来
し
て
い
る
も
の
又
は
公
衆
に
不

便
を
及
ぼ
し
て
い
る
も
の

位
置
が
不
適
当
で
業
務
上
又
は
環

境
上
好
ま
し
く
な
い
も
の

地
盤
沈
下
、
低
湿
地
又
は
排
水
不

良
等
で
維
持
管
理
が
不
可
能
に
近

い
も
の

地
盤
沈
下
、
低
湿
地
又
は
排
水
不

良
等
で
維
持
管
理
が
著
し
く
困
難

な
も
の

地
盤
沈
下
、
低
湿
地
又
は
排
水
不

良
等
で
維
持
管
理
が
困
難
な
も
の

地
盤
沈
下
、
低
湿
地
又
は
排
水
不

良
等
で
維
持
管
理
上
好
ま
し
く
な

い
も
の

防
災
機
能
に
係
る

施
設
の
不
備

施
設
が
不
備
、
か
つ
運
用
に
よ
る

代
替
が
で
き
な
い
た
め
、
業
務
の

遂
行
が
著
し
く
困
難
な
も
の
又
は

人
命
の
安
全
確
保
が
困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
、
か
つ
運
用
に
よ
る

代
替
が
十
分
で
き
な
い
た
め
、
業

務
上
好
ま
し
く
な
い
も
の
又
は
人

命
の
安
全
上
好
ま
し
く
な
い
も
の

改
修
に
よ
り
対
応
で
き
る
場
合
は
、
主
要
素
と
し
な

い
。

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行

が
著
し
く
困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行

が
困
難
な
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
の
遂
行

に
支
障
を
来
し
て
い
る
も
の

施
設
が
不
備
の
た
め
業
務
上
好
ま

し
く
な
い
も
の
又
は
来
庁
者
の
利

用
上
著
し
く
支
障
が
あ
る
も
の

敷
地
等
の
関
係
で
増
築
が
可
能
な
場
合
は
、
主
要
素

と
し
な
い
。

法
令
に
よ
る
基
準
よ
り
は
る
か
に

低
い
も
の

法
令
に
よ
る
基
準
よ
り
相
当
低
い

も
の

法
令
に
よ
る
基
準
以
下
で
あ
る
も

の
主
要
素
と
し
な
い
。

法
令
等

法
令
、
閣
議
決
定
等
に
基
づ
き
整

備
が
必
要
な
も
の

国
の
行
政
機
関
等
の
移
転
及
び
機
構
統
廃
合
等
に
適

用
す
る
。
た
だ
し
、
機
構
統
廃
合
に
よ
る
場
合
は
、

主
要
素
と
し
な
い
。

備
考 １
　
「
現
存
率
」
と
は
、
官
庁
建
物
実
態
調
査
の
結
果
に
よ
る
。
官
庁
建
物
実
態
調
査
を
行
っ
て
い
な
い
施
設
に
つ
い
て
は
、
実
情
を
踏
ま
え
て
評
点
を
付
す
。

２
　
「
面
積
率
」
と
は
、
「
現
有
延
べ
面
積
／
必
要
延
べ
面
積
」
に
よ
り
算
出
す
る
。

　
　
こ
こ
で
、
現
有
延
べ
面
積
及
び
必
要
延
べ
面
積
は
、
執
務
面
積
、
会
議
室
等
の
附
属
面
積
、
設
備
関
係
面
積
、
交
通
部
分
面
積
及
び
各
官
署
の
固
有
業
務
に
関
係
し
た
諸
室
面
積
を
含
み
、
車
庫
、
渡
り
廊
下
等
を
除
く
面
積
と
す
る
。

　
　
一
般
事
務
庁
舎
の
必
要
延
べ
面
積
は
、
別
表
３
に
よ
り
算
出
す
る
。
た
だ
し
、
積
み
上
げ
に
よ
り
適
切
に
必
要
延
べ
面
積
を
算
出
し
て
い
る
場
合
は
、
当
該
必
要
延
べ
面
積
に
よ
る
こ
と
と
す
る
。

別
表
２
　
新
規
施
設
の
建
築
の
場
合

計
画
理
由

内
容

評
点

1
0
0

9
0

8
0

7
0

6
0

5
0

4
0

備
　
　
考

法
令
等

法
令
、
閣
議
決
定
等
に
基
づ
き
整

備
が
必
要
な
も
の

新
た
な
行
政
需
要

当
該
行
政
需
要
へ
の
対
応
が
特
に

緊
急
を
要
す
る
も
の

当
該
行
政
需
要
へ
の
対
応
を
至
急

す
べ
き
も
の

当
該
行
政
需
要
へ
の
対
応
の
必
要

性
は
認
め
ら
れ
る
が
急
が
な
く
て

よ
い
も
の

機
構
新
設

整
備
を
行
わ
な
い
場
合
は
、
業
務

の
遂
行
が
著
し
く
困
難
な
も
の

整
備
を
行
わ
な
い
場
合
は
、
業
務

の
遂
行
が
困
難
な
も
の

整
備
を
行
わ
な
い
場
合
は
、
業
務

の
遂
行
に
支
障
を
来
す
も
の

整
備
を
行
わ
な
い
場
合
は
、
業
務

上
好
ま
し
く
な
い
も
の

新
た
な
行
政
需
要
に
対
応

し
た
整
備

機
構
新
設
に
伴
う
整
備

災
害
時
に
お
け
る
必
要
機

能
に
係
る
施
設
の
不
備

施
設
の
不
備

必
要
施
設
の
不
備

（
災
害
時
に
お
け
る
必
要

機
能
に
係
る
施
設
の
不
備

を
除
く
）

採
光
、
換
気
不
良

法
令
等
に
基
づ
く
整
備

法
令
等
に
基
づ
く
整
備

地
域
連
携

都
市
計
画
の
進
捗

次
に
該
当
す
る
場
合
は
、
主
要
素
と
従
要
素
に
区
分

し
た
上
で
得
ら
れ
る
評
点
（
従
要
素
の
場
合
は
評
点

の
1
0
分
の
1
。
該
当
す
る
理
由
が
な
い
場
合
は
0
点
）

に
、
次
の
い
ず
れ
か
を
加
算
し
、
当
該
計
画
理
由
の

評
点
と
す
る
。

・
シ
ビ
ッ
ク
コ
ア
計
画
に
基
づ
く
も
の
の
う
ち
、
シ

ビ
ッ
ク
コ
ア
内
の
当
該
施
行
分
を
除
く
施
設
、
関
連

都
市
整
備
事
業
等
の
全
て
が
整
備
済
み
の
場
合
は
7

点
、
少
な
く
と
も
全
て
が
建
設
に
着
手
済
み
の
場
合

は
4
点

・
地
方
公
共
団
体
の
施
設
と
合
築
整
備
（
同
一
又
は

隣
接
す
る
敷
地
に
増
築
に
よ
り
一
体
的
に
整
備
す
る

場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
を
す
る
も
の
で
、
そ

の
合
築
整
備
が
確
実
な
場
合
は
、
4
点

・
地
域
防
災
へ
貢
献
す
る
取
組
が
確
実
に
行
わ
れ
る

場
合
は
、
4
点

地
域
性
上
の
不
適

位
置
の
不
適

地
盤
の
不
良

老
朽

施
設
の
老
朽
（
現
存
率
）

気
象
条
件
の
極
め
て
過
酷
な
場
所
に
あ
る
場
合
は
、

左
記
に
基
づ
く
評
点
に
1
0
点
加
算
す
る
。

構
造
耐
力
の
著
し
い
低
下

庁
舎
面
積
（
面
積
率
）

借
用
返
還

立
退
要
求
が
あ
る
場
合

借
料
が
高
額
等
の
事
情
に

よ
り
返
還
す
べ
き
場
合

事
務
能
率
低
下
、
連
絡
困

難
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別表３ 一般事務庁舎の必要延べ面積の算定式 

営繕計画書の

所要面積 
1,500 ㎡以上 900 ㎡以上 300 ㎡以上 300 ㎡未満 

非木造庁舎 7.4Ｎ＋0.4Ｎ 7.4Ｎ×1.1＋0.4Ｎ 7.4Ｎ×1.2＋0.4Ｎ 7.4Ｎ×1.3＋0.4Ｎ 

木造庁舎 7.1Ｎ＋0.4Ｎ 7.1Ｎ×1.1＋0.4Ｎ 7.1Ｎ×1.2＋0.4Ｎ 7.1Ｎ×1.3＋0.4Ｎ 

備考 

１ 「N」とは、新営一般庁舎面積算定基準に基づく換算人員とする。 

２ 各官署の固有業務に関係した諸室がある場合には、その面積を必要延べ面積に加

算する。 
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注）施設特別整備の整備区分について 

 

施設特別整備は、官庁施設の適切な機能更新と有効活用を図るため、国土交通省が

計画的かつ一元的に実施する官庁施設の修繕及び改修等であり、以下の整備区分によ

り構成される。 

 

（１）特別修繕 

個別施設計画が策定されている一般庁舎の改修のうち、以下の各号に該当するも

の。 

一 庁舎の適切な維持・運用に必要な改修 

二 構造躯体等の健全化、経年劣化による機能低下の回復等によって新築と同等の機

能を確保するための大規模リニューアル 

三 災害発生時の業務継続等に必要な電力その他の機能を確保するための改修 

四 エネルギー消費の高効率化・熱負荷の低減等・環境負荷低減のための改修 

五 高齢者・障害者等の移動等の円滑化のための改修 

 

（２）合同庁舎特別整備 

個別施設計画が策定されている合同庁舎の改修のうち、以下の各号に該当するも

の。 

一 合同庁舎の適正な維持・運用に必要な施設の改修及び付帯設備等の新増設  

二 災害発生時の業務継続等に必要な電力その他の機能を確保するための改修 

三 エネルギー消費の高効率化・熱負荷の低減等・環境負荷低減のための改修 

四 高齢者・障害者等の移動等の円滑化のための改修 
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Ⅱ 令和７年度実施施設整備の現況等調査結果の概要 
 

令和８年度各省各庁営繕計画書に関する意見書の作成に当たり、その基礎資料とする

ため、令和７年度各省各庁営繕計画書に関する意見書に基づき、意見書に掲載された事

項の実施状況について調査を行った。 

この調査の集計結果を表４－１、表４－２に示す。 

 

なお、表中のＡ及びＢ区分は下記のとおりである。 

Ａ区分：官公庁施設の建設等に関する法律第 10 条の規定により、その営繕を国土交

     通大臣が実施すべき施設 

Ｂ区分：Ａ区分以外の施設 

  

参－10



 

 

 

表４－１ 令和７年度各省各庁の営繕計画の緊急度別実施状況（金額比較） 

 

 

緊急度 
Ａ  区 分 Ｂ  区 分 

 実施額（百万円） 実施率（％） 実施額（百万円） 実施率（％） 

新 

営 

等 

意
見
書
記
載 

継続 63,698  124.1% 119,863  80.3% 

特 Ａ 2,211  37.2% 6,742  49.7% 

Ａ 1,701  36.9% 240  50.5% 

Ｂ 910  83.5% 687  48.5% 

Ｃ，Ｄ，Ｅ 7  0.6% 86  12.8% 

評定外 2,114  32,371.9% 653  17.0% 

  追 加 分 1,056  － 12,785  － 

改 

修 

等 

意
見
書
記
載 

継続 12,236  94.9% 17,168  57.8% 

Ａ 16,903  61.6% 7,743  78.8% 

Ｂ 11,381  63.7% 4,432  51.2% 

Ｃ，Ｄ 0  0.0% 0  0.0% 

評定外 5,941  22.7% 9,932  22.6% 

  追 加 分 9,749  － 2,362  － 

 
（注１）実施額は、令和７年度各省各庁営繕計画書に関する意見書に掲載された事項に 

ついて、令和６年度予算又は令和７年度当初予算で予算措置されたもの。 

（注２）実施率は、令和７年度各省各庁営繕計画書に関する意見書において集計された 

額を 100 として算出した。  

（注３）評定外は、小規模な改修等を一括計上したものを含む。 

（注４）追加分は、令和７年度営繕計画書とりまとめ以後に追加計上されたものである。 

（注５）上記表には、施設特別整備、不動産購入は含まない。 
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表４－２ 令和７年度各省各庁の営繕計画の緊急度別実施状況（件数比較） 

 

 

緊急度 
Ａ  区 分 Ｂ  区 分 

 実施件数 実施率（％） 実施件数 実施率（％） 

新 

営 

等 

意
見
書
記
載 

継続 52  96.3% 102  68.0% 

特 Ａ 17  39.5% 62  66.7% 

Ａ 7  36.8% 9  100.0% 

Ｂ 13  68.4% 12  85.7% 

Ｃ，Ｄ，Ｅ 1  20.0% 11  100.0% 

評定外 2  66.7% 2  33.3% 

  追 加 分 7  － 61  － 

改 

修 

等 

意
見
書
記
載 

継続 105  86.1% 90  69.8% 

Ａ 327  47.0% 193  69.4% 

Ｂ 404  62.7% 184  61.3% 

Ｃ，Ｄ 0  0.0% 0  0.0% 

評定外 － － － － 

  追 加 分 315  － 20  － 

 

（注１）実施件数は、令和７年度各省各庁営繕計画書に関する意見書に掲載された事項 

について、令和６年度予算又は令和７年度当初予算で予算措置されたもの。なお、 

令和７年度に設計を行うものとして掲載された事項は集計から除外した。 

（注２）実施率は、令和７年度各省各庁営繕計画書に関する意見書において集計された 

件数を 100 として算出した。  

（注３）改修等における評定外は、件数が不明のものが多いため集計から除外した。 

（注４）追加分は、令和７年度営繕計画書とりまとめ以後に追加計上されたものである。 

（注５）上記表には、施設特別整備、不動産購入は含まない。 

 

 

令和６年度予算又は令和７年度当初予算で各省各庁において予算措置された事案のう

ち、意見書に掲載されなかった事案が 403 件あった。今後は、官公庁施設の建設等に関

する法律第９条に基づいて営繕計画書の作成及び送付を適切に行う必要がある。 
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